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日本共産党横浜市会議員団
横浜市中区港町１－１�０４５（６７１）３０３２
URL：http://www.jcp-yokohama.com/
E-mail：info@jcp-yokohama.com

����
������

�����

市
政
へ
の
ご
意
見
・
ご
要
望
は
日
本
共
産
党
横
浜
市
会
議
員
団
へ

�������	
��
����

�������	
��
����

��������	
���
����

�������	
��
����

�������	
���
���

�������	
��
��
���

�������	
����
��

�������	
��
����

�������	
��
����

�������	
��
����

�������	
��
�

�������	
���
���

�������	
�	�
����

��������	
��

���������	
��

１面　よこはまの子どもたちはいま
２面　不況下でも企業誘致助成・巨

大港湾整備に税金投入
　　　２００９年第１回横浜議会より
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　国民健康保険料を１年以上滞

納すると保険証が取り上げら

れ、資格証明書が発行されます

が、医療機関の窓口で１０割支払

わなくてはならず、実質的に

“無保険”状態です。

　特に保険料支払い義務のない

子どもが“無保険”になってい

ることが社会的に大問題とな

り、昨年９月の厚労省の調査で

は、横浜市の無保険の小中学生

は全国で最多の３，６９２人でした。

　日本共産党は、無保険をなく

すよう再三政府に要求してきま

したが、昨年末に法改正され

て、４月からは国保料滞納世帯

であっても小・中学生には保険

証が交付されることになりまし

た。

　日本共産党横浜市議団は、以

前から子どもには資格証明書を

発行しないように市に要求して

きました。昨年１０月末に厚労省

が機械的に資格証明書を発行し

ないように通知を出したのを受

け、１１月、１２月、２月の３回に

わたり申し入れを行い、子ども

に保険証を交付すること、対象

世帯に電話等で直接連絡するこ

と、保険証交付は区役所で渡す

のではなく郵送することなどを

要求しました。

　その結果、３月４日現在、保

険証交付対象の小中学生は１，５４１

人（１，１６７世帯）で、昨年９月末

から、６か月で約２，０００人減り

ました。
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　不況と雇用不安による経済的

困難が、子育て世代を襲ってい

るなかで、保育所への入所希望

者が急増しています。横浜市で

は２月１３日現在、認可保育所へ

の申し込み児童数は１万３，２５２

人（昨年１万１，３７５人、１７％増）、

入所が保留となった人数は３，９８８

人（同２，７８５人、４３％増）です。

　それにもかかわらず、横浜市

は「『中期計画』に掲げた目標整

備量は達成可能見込みとなった

ため」（子ども青少年局長）とし

て、新年度予算で保育所の整備

目標を約３０％も減少させていま

す。

　日本共産党横浜市議団は、待

機児童解消の対策として、

１）認可保育所の２０１０年度末ま

での整備目標を前倒しして

実施すること

２）横浜保育室の対象を全年齢

に拡大して基本助成費を引

き上げること

３）家庭保育福祉員の認定数を

さらに増加すること

の３つを提案しています。

　さらに、緊急対策を市に求め

ています。
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　横浜市教育委員会は、教育産

業大手の㈱ベネッセコーポレー

ションと協働して、「はまっ子

家庭学習まるわかりガイド（小

学生版）」および「はまっ子家庭

学習パーフェクトガイド（中学

生版）」を、全額ベネッセ負担で

作成し、２・３月に小中学校の

入学説明会などで新入生の保護

者に配布しました。

　学習ガイドには、新学習指導

要領や家庭学習のヒント、学習

アドバイスなどのほか、ベネッ

セの「進研ゼミ」の広告が掲載

されており、プレゼント応募は

がきも付いています。

　受け取った保護者からは「学

校から配布された冊子に特定企

業の広告がついていることで、

特定企業を勧めているように受

け取れる」という疑問が寄せら

れています。

　日本共産党横浜市議団は、教

育委員会に学習ガイドの配布と

企業広告掲載の中止を申し入れ

ました。申し入れでは、経費負

担と引き換えに特定企業に宣伝

の場を提供したことになり、経

費削減を第一義の理由に、公教

育を行う教育委員会が教育産業

の広告を掲載した冊子を配るべ

きではないと主張しました。

　田村教育長は、冊子の「ＰＲ」

の文字が小さかったことや、応

募はがきをつけたことなど改善

すべき点もあり、今後検討した

いと言いつつも、「賢い市民は

広告だとわかってくれる」など

と、広告掲載を今後も続ける意

向を示しました。
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配布された家庭学習ガイド。
左が中学生用、右が小学生用。
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　華やかに見えるみなとみらい

（ＭＭ）２１地区ですが、急速な景

気悪化で企業の進出中止や建設

着工の延期が相次いでいます。

　セガは４５億円、ＣＳＫは１８億円

の違約金を払ってまで進出中止、

不動産会社のモリモトは民事再

生手続きで工事中断、ホテル

「W　Yokohama」も筆頭出資者の

パシフィックＨＤが会社再生法

を申請し、未着工のままです。

　また、三井ビルディング、野

村ビルは着工延期。ＭＭ２１地区

に隣接する北仲通北地区に建設

予定だった高層ビルも着工延期

で、着工時期は未定です。

　この状況下、横浜市はＭＭ２１

地区の撤退企業の穴埋めをする

ため、３月で期限切れの企業誘

致条例を継続し、さらに助成や

税軽減などで市民の税金を投入

します。

　世界的な景気後退は、昨年１０

月以降横浜港の貨物取扱量にも

大きな影響を与え、今年１月の横

浜港の輸出は４２％減と最大の落

ち込みを示し、これまでの輸出偏

重の港湾経営の変更が求められ

ています。

　しかし、横浜市は「外需拡大」

が叫ばれた好景気時の目標値を

見直しもせず、南本牧に新たな大

水深コンテナバースの建設を相

変わらず推進しています。

　外需から内需主導に経済政策

の転換が求められているいま、こ

れ以上の巨大港湾整備が必要で

しょうか。

　世界的な経済危機の中、本市

でも市民のくらしや雇用、中小

業者の営業が悪化しています。

こうした時こそ、失業や不況か

ら市民の生活を守る視点で予算

を組むことが求められます。

　中田市長は、２００９・２０１０年度

を通常とは異なる市政運営が求

められるとしながらも、緊急対

策も大半は国予算の枠内にすぎ

ません。しかも、財政難を理由

に、市民に負担増を押し付ける

一方、大型公共事業などへの執

心ぶりは従来どおりです。

　日本共産党は、予算の組み替

えを求める動議を議会に提出し

ました。大型開発や大企業誘致

助成などの中止や、議員の海外

視察などのムダを見直して１４９

億円を生み出し、雇用・失業対

　自民、民主、公明が提案した議

員定数を現行９２人から８６人に削

減する条例改定が、賛成多数で

強行されました。

　これにより、鶴見、神奈川、都

筑、青葉、港南、戸塚の各区で定

員が１人削減されます。

　議員削減の背景には、昨年１２

月議会での横浜みどり税導入の

際に、自民、公明、民主、民主党ヨ

コハマ会が、市民に負担増を求

めるなら議会も身を削るべきと

主張したことがあります。

　日本共産党は、無所属クラブ

所属の議員５人と共同して、定

数６減と同程度の議会費減とな

る報酬１割カット案を議会に提

出しましたが、賛成少数で否決

されました。
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無料法律相談（弁護士が対応します）
市政、法律、交通事故、年金、金融、土地、住宅、教育、その他
●と　き　毎週水曜日午後１時３０分～３時　●ところ　横浜市役所内　日本共産党議員控室
●連絡先　�６７１－３０３２　　　　　　  ◎相談は同一案件につき３回までです。
☆要予約☆　なお、８月はお休みです。
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～２００９年第１回横浜議会から～～２００９年第１回横浜議会から～

不況下でも企業誘致助成・巨巨大大 港湾整備に税金投入
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策、子育て支援策などの拡充

や、国保料と介護保険料の引き

下げに当てるなど、市民向け施

策を求める内容です。

横浜市が新市庁舎建設 
のために購入した土地 
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竣工予定（用途、竣工予定時期）
①日産本社ビル（オフィス等，２００９年４
月）

②富士ゼロックス総合Ｒ＆Ｄ拠点施設
（研究開発，２０１０年３月）

③パシフィックスクエア横浜みなとみらい
（仮称）（オフィス・店舗等，２００９年９月）
④ＭＭ４２プロジェクト（仮称）（オフィス・
店舗等，２０１１年６月）

⑤みなとみらいセンタービル（仮称）（オ
フィス・店舗等，２０１０年４月）

⑥みなとみらい３４街区プロジェクト（仮
称）（店舗・住宅等，２０１１年７月、１２月）

⑦ＴＯＣみなとみらいプロジェクト（仮称）
（店舗、シネコン、ホテル等，２００９年９月）

進出中止・延期など
�横浜三井ビルディング（仮称）（オフィ
ス・店舗等）延期・着工未定

�セガ・総合エンタテイメント施設（娯
楽施設）　進出中止

�横浜野村ビル（仮称）（オフィス・店舗
等）　着工が２００９年３月から１１月に延
期

�ＣＳＫグループ本社ビル（オフィス・
店舗等）　進出中止
�コンカートみなとみらい（オフィス・
店舗等）　工事中断

�W Yokohama（ホテル）　延期・着工
未定

�超高層ビル（森ビル、大和地所）　延
期・着工未定

民
ヨ
コ

公
明

民
主

自
民

共
産議案・請願等

○○○○×2009年度横浜市一般会計
××××○2009年度横浜市一般会計等の予算組み替え動議
○○○○×在宅心身障害者手当の廃止
○○○○×山内図書館に指定管理者制度導入
○○○○×企業立地促進条例を一部改正して延長 
××××○（請願）市の退職者天下り廃止等
××××○（請願）市長喚問等による疑惑解明
××××○（請願）ゆき届いた教育実現への条件整備
××××○（請願）介護保険料の引き下げ
××××○（請願）国民健康保険料の引き上げ中止
××××○（請願）横浜保育室の助成拡充等

民ヨコ：民主党ヨコハマ会

主な議案に対する各会派の態度　　○：賛成、×：反対

―みなとみらい２１地区―

（横浜市ＨＰ，資料より作成）


